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平成 30年 9月 11日 

要 望 書 一 覧 

 

 

１．日本看護連盟              会長 草間 朋 子 

  公益社団法人 日本看護協会       会長 福井 トシ子 

 
  地域包括ケアシステムの構築に向けては、医療機関のみならず、在宅医療、介護施設等地域

の様々な場所に質の高い看護職を確保することが重要です。 
  看護職は、多職種連携を推進しつつ、急性期医療から在宅医療までそれぞれの場で、タイム

リーに的確な医療を提供するとともに、生活の視点をもって患者を支える役割を果たすな

ど、その活動はさらに多様化・高度化することが想定されます。そのため、看護職の質の確

保、訪問看護提供体制の強化、働き方改革などが喫緊の課題です。 
  厚生労働政策において、優先度の高い課題として以下の 5点について具体的な取り組みを

推進していただきたく、強く要望いたします。 
 
   １．夜勤・交代制勤務の特殊性に鑑みた適切な規制の実現 
   ２．訪問看護提供体制の推進 
   ３．介護施設等で働く看護職の処遇の改善 
   ４．看護師基礎教育の 4 年制化の実現 
   ５．看護関連業務に係る「地域医療介護総合確保基金」の拡充と適切な活用の推進     
 
２．公益社団法人 日本助産師会      会長 山本 詩子 

 
  次代を担う子供たちを安心して産み育てられる社会をめざし、妊娠、出産、育児に対する支

援および女性の健康支援に対する活動を行うために、以下の事項を要望します。 
 
   １．虐待予防のための助産師及び助産所の活用の推進とそのための予算措置を図ら 

れたい 
   ２．産後ケア事業の促進と、地域格差是正のための予算措置の拡充を図られたい 
 
３．公益財団法人 日本訪問看護財団    理事長 清水 嘉与子 

 
  地域包括ケアシステムの構築が、市町村や都道府県で自主的・主体的に進められています 
が、さらに、健康な高齢者の介護予防も含め、乳幼児、児童、子育て中の親、障害者に広が 
り、災害等を含めた地域共生社会の実現に向けて発展させる必要があります。   

  地域で看護の機能が十分発揮でき、適切に評価されますように、下記のとおり要望いたし 
ます。  
 

    １．訪問看護師を確保するために、看護基礎教育のカリキュラムにおける訪問看

護等在宅看護の充実を図ること 
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    ２．特定行為に係る看護師の研修制度の普及 
    ３．特定行為に係る看護師の研修制度修了者の訪問看護における報酬上の評価 
    ４．特に医療過疎地等における在宅看取りに関する ICT 活用の評価 
    ５．訪問看護業務の効率化・データ化のための IT 活用の促進 
    ６．日常的に医療ケアが必要な重症児の地域生活を充実させること 
    ７．地域医療介護総合確保基金等の活用による訪問看護の充実 
    ８．災害発生時における訪問看護ステーションの組織的な位置づけ・活用 
    ９. 訪問看護を一層推進するために各都道府県行政機構内に訪問看護の統括担当

者を配備すること  
 
４．一般社団法人 全国訪問看護事業協会   会長 伊藤 雅治 

 
１．訪問看護師等の早急で大幅な人材確保 
２．地域包括ケアの実現を目指した、訪問看護ステーションの大規模化・多機能  

化の促進 
３．医療的ケア児や重症心身障がい児などとその家族が、安心して在宅生活を送 

ることができる仕組みづくりへの支援 
４．「看護小規模多機能型居宅介護」の設置促進のための支援策の拡大 
５．在宅ケアにおける事故報告システムの開発 
６．訪問看護における ICT 活用促進への支援 

 
５．国立大学病院看護部長会議        会長 小見山 智恵子 

    
  地域包括ケアシステム構築に向けて、急性期医療から在宅医療までそれぞれの場で勤務す 
 る看護職の確保と活躍が期待されています。 
  看護職が働き続けられる環境づくり、教育体制の充実、看護職の交流促進の観点から以下の 

3 点を要望します。 
 
    １．夜間勤務人員確保のための支援 
    ２．看護職の継続教育充実のための支援の強化 
    ３．異なる医療機能を持つ病院や施設等の交流の促進 
 
６．一般社団法人 日本看護系大学協議会    会長 上泉 和子 

 
  看護系大学・学部等の急増に伴い、教員不足や教員の過度の移動、実習場所の確保困難とい 
った課題を生み出しております。本協議会は、「看護学士課程教育の質保証―量と質の共栄 
―」の観点から、看護学教育の分野別評価事業を担う「日本看護学教育評価機構」を関係機 
関・団体の協力を得て設立します。 
 そこで、以下の事項について要望いたします。 

 
 １．日本看護学教育評価機構への支援と助成について 
 ２．看護系大学の教員養成のための支援と助成について 
 ３．高度実践看護師の育成の支援と助成について 
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７．一般社団法人 全国保健師教育機関協議会  会長 岸 恵美子 
 

今般、急激な少子・高齢化の進行や地域力の弱体化、自然災害の多発等、地域保健をとり

まく課題は多様化しています。これら地域の健康課題の解決・改善には、地域の各種データ

を効果的に活用し、根拠に基づき地域の特徴をいかした保健計画の策定・実施・評価を遂行

することが、保健・医療の専門職にますます求められています。 
質の高い実習指導者の育成と実習環境の整備、保健師教育の推進によって、住民の健康課

題の解決・改善に寄与するため、次の事項の実現を図られますよう、強く要望いたします。 
      
    １．実践力のある保健師養成のための主体的な実習を支える都道府県・市町村 

の実習指導体制の強化 
    ２．看護基礎教育の充実と社会の多様な健康課題に対応できる保健師教育の 
      推進 
        
 ８．一般社団法人 日本産業保健師会     会長 岡田 睦美 

 
   専門性の高い実践力を要求される産業保健師の研修のための予算措置及び、研修案内等

の周知に必要な保健師数・就業場所の把握のための予算措置を講じられたい。 
 
     １．企業等に従事する「産業保健師」の研修の機会提供のための予算措置を講じ 

られたい 
 
 ９・公益社団法人 日本産業衛生学会   産業看護部会部会長 五十嵐 千代 

 
   現在、「働き方改革」や「健康経営」など、保健師に対して組織の健康支援など高い実践

力が求められている。本学会の会員である産業現場で活躍する保健師、看護師についても

新人研修のための予算措置を強く希望する。 
 
 
     １．企業等に従事する保健師等の新任期研修の機会提供のための予算措置をお

願いしたい 
 

10．公益社団法人 全国助産師教育協議会    会長 井村 真澄  

 

  質の高い助産師の養成に向け、助産学実習受け入れ施設の拡充と実習指導者確保のた 
  めの予算措置を行うよう、厚生労働省から各都道府県に積極的に指導していただきたい。 
 
    １．助産学実習の受入施設拡充と臨床指導者の育成の促進 
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 11．一般社団法人 全国保育園保健師看護師連絡会   会長 藤井 祐子 

 
   心身ともに成長発達段階途上にある乳幼児の教育・保育において、感染症対策、食物アレ 

ルギー児への対応、睡眠中も含めた事故防止、体調不良児への対応等への課題に対応する 
ためには専門職の確保は欠かせません。全国すべての教育・保育施設に、その専門的な役 
割を持った看護師等の配置が不可欠です。 
 以下の要望をいたします。 

      
     １．全ての教育・保育施設に、看護師等の配置を望む 
     ２．看護師等の配置にあたっては保育士定数外とすること 
 
 12．一般社団法人 日本男性看護師会        共同代表 藤野 泰平 

     
   地域包括ケアの中で、幅広い国民のニーズに応えていくためには、看護職員の確保は必 
  須です。そこで、看護職員増加、地域包括ケア人材確保に向けて、看護師としての役割を果 

たすために、以下について要望します。 
 
     １．男性看護師等マイノリティ労働者の理解向上支援 
     ２．訪問看護夜間待機の連携体制強化 
 


